
 

 

公共工事代金債権信託制度を導入します 

 

 

相模原市と工事請負契約を締結している中小企業等の資金調達の円滑化を図ること

を目的として、令和２年４月１日から公共工事代金債権信託制度を導入します。 

 

 

１ 制度の概要 

相模原市と工事請負契約を締結している受注者が、市の承諾を得て、当該未完成工

事の工事請負代金債権を金融機関に譲渡することにより、資金を調達することができ

る制度です。 

 

２ 対象となる工事 

（１）請負金額が１，０００万円以上の契約課執行の工事であること。 

（２）前払金、中間前払金又は部分払がなされている場合は、対象工事の進捗率が前

払金、中間前払金又は部分払相当割合を概ね超えていること。 

（３）債権譲渡承諾依頼書の提出時期が、工事請負契約の履行期限まで２週間以上あ

ること。 

（４）契約書等に一切の債権譲渡を禁止する旨の定めがないこと。 

 

３ 利用できる工事請負事業者 

（１）中小企業基本法第２条第１項に定める中小企業者であること。 

（２）中小企業者以外のものであって、かつ、当該工事の履行に関し、下請負人等で

ある中小企業者に対する支払計画があること。 

（３）破産法による破産手続開始の申立てをしていないこと。 

（４）会社更生法による更生手続開始の申立てをしていないこと。 

（５）民事再生法による再生手続開始の申立てをしていないこと。 

（６）会社法による特別清算開始の申立てをしていないこと。 

（７）手形交換所の取引停止処分を受けていないこと。 

（８）その他債務の弁済が不可能な状態ではないこと。 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月１０日 

相模原市発表資料 



４ 手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

①工事請負契約     請負事業者から相模原市に対する工事代金債権が発生 

②信託契約締結     請負事業者から金融機関に工事代金債権を信託 

③債権譲渡申請・承諾  請負事業者・金融機関から相模原市へ債権譲渡を申請、 

相模原市から両者へ承諾 

④工事出来高査定     金融機関が委託する査定事業者が工事出来高を査定 

⑤出来高相当額支払    金融機関は信託契約に基づく出来高相当の額※を請負事業

者へ支払う 

            ※信託契約と出来高査定に基づいて算出された金額 

⑥工事代金の支払     竣工後、相模原市は金融機関に工事請負代金を支払う 

⑦清算金の支払     金融機関が清算を行い、残金を請負業者に支払う 

 

 

 

 

問合せ先 
企画財政局財務部契約課 
直通電話  042（769）8217 
対応責任者 大塚 
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